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鳥取市立病院特定事業主行動計画 
（次世代育成支援対策推進法／女性の職業生活における活躍の推進に関する法律） 
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１ 計画の目的 

我が国の急速な少子化や家庭・地域を取り巻く環境の変化を受け、次世代育成支援を迅速かつ

重点的に推進するため平成１５年に次世代育成支援対策推進法（以下「次世代育成推進法」とい

う。）が制定されました。 

また、平成２７年には、女性が職場において希望に応じて能力を発揮し、活躍できる環境を整

備するため、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（以下「女性活躍推進法」）が制

定されました。 

これらの法により、国や地方公共団体等は「特定事業主」として次世代育成支援や仕事と生活

の調和（ワークライフバランス）の実現、女性の活躍推進に係る行動計画を定めることが義務付

けられました。 

共通する背景や課題が多く密接に関連する次世代育成の支援と女性活躍の推進に一体的に取り

組むため、鳥取市立病院ではこれらを包括的する計画として新たに「鳥取市立病院特定事業主行

動計画」を策定しました。 

当院のすべての職員がこの計画の趣旨を理解し、仕事と家庭生活の両立を図りながら、それぞ

れの能力を最大限に発揮できる働きやすい職場環境の整備を推進していきます。 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は次世代育成推進法第19条に基づく特定事業主行動計画と女性活躍推進法第19条に基づ

く特定事業主行動計画の２つを包含した計画として位置付けます。 

 

３ 計画期間 

令和３年４月１日から令和８年３月３１日までの５年間としますが、本計画の進捗状況等に応

じて必要な改定を行うこととします。 

 

４ 用語の定義 

・管理部門・・・・・・人事・服務・福利厚生などを担当する管理部門 

・管理職員・・・・・・各所属の長を含む管理職指定の職員 

・医 療 職・・・・・・給料表の区分が医療職の者 

・事務職等・・・・・・給料表の区分で一般行政職の者 

・子育て中の職員・・・育児・子育てを行っている職員またはそうなる予定の職員 
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５ 現状 

（１）職種別男女構成割合 

病院全体に占める女性職員の割合は 69.4%で、看護師は 90.8%と高くなっています。看護師は、男性看

護師の採用により女性割合が逓減し、医師は令和 2年度 8.3％から令和 7年度 22.4%と増加しています。 

職種  

性別 
医師 看護師 医療技術 事務/調理 計 

女性 13  238  47  11  309  

男性 45  24  39  28  136  

計 

（女性割合％） 

58  

(22.4％) 

262  

(90.8％) 

86  

(54.7％) 

39  

(28.2％) 

445  

(69.4％) 

令和7年4月1日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）管理職の内訳 

病院全体の管理職指定職員に占める女性職員の割合は 57.1%で、医療職では 66.7%と高く、事務職等で

は 14.3%となっています。 

  令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

女性 男性 計 
女性 

割合 
女性 男性 計 

女性 

割合 
女性 男性 計 

女性 

割合 
女性 男性 計 

女性 

割合 

医療職 45 22 67 67.2% 42 22 64 65.6% 42 21 63 66.7% 42 21 63 66.7% 

事務職 2 9 11 18.2% 2 10 12 16.7% 2 11 13 15.4% 2 12 14 14.3% 

計 47 31 78 60.3% 44 32 76 57.9% 44 32 76 57.9% 44 33 77 57.1% 

 

（３）新規採用者の内訳 

 令和 7年度の新規採用者のうち女性職員の割合は病院全体で 74.1％と高い割合を占めています。 

  令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 

女性 男性 計 
女性 

割合 
女性 男性 計 

女性 

割合 
女性 男性 計 

女性 

割合 
女性 男性 計 

女性 

割合 

医療職 10 6 16 62.5% 15 2 17 88.2% 14 6 20 70.1% 20 7 27 74.1% 

事務職 0 0 0 - 0 0 0 - 1 1 2 50.0% 0 0 0 - 

計 10 6 16 62.5% 15 2 17 88.2% 15 2 22 68.2% 20 7 27 74.1% 

※医師の医局の人事異動、事務の市役所からの転任を除く 

 

看護職 

医師 

事務職等 

医療技術職 
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（４）離職率 

 令和 6年度は女性の離職率が比較的高くなっています。 

 

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

女性 男性 計 女性 男性 計 女性 男性 計 

医療職 5.0% 3.9% 4.7% 4.1% 2.0% 3.5% 5.4% 2.0% 4.5% 

事務職 0.0% 0.0% 0.0% 7.1% 0.0% 2.5% 7.1% 0.0% 2.5% 

計 4.7% 3.1% 4.3% 4.2% 1.6% 3.4% 5.5% 1.6% 4.3% 

※医局人事、鳥取市への出向等による異動は除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）育児休業取得状況 

 育児休業取得要件を満たす職員のうち女性職員は 100%取得していますが、男性職員の取得は 50.0％

となっています。 

  
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

取得 

者数 

平均取得 

日数 

取得 

割合 

取得 

者数 

平均取得 

日数 

取得 

割合 

取得 

者数 

平均取得 

日数 

取得 

割合 

女性 20 611 100.0% 13 527 100.0% 11 641 100.0% 

男性 3 17 42.9% 2 31 25.0% 4 39 50.0% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性 

女性 
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（６）時間外勤務実績（職員１人当たりの１ヶ月の平均時間） 

 時間外勤務は、全体的に縮減しましたが、医師の時間外労働時間が増加しています。 

  令和元年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

医師 14.5 15.6 14.9 15.3 19.8 25.5 

看護師 2.2 2 2.2 3.2 6.8 4.2 

医療技術職 1.8 1.8 1.8 1.8 1.7 1.4 

事務職 7.6 7.6 7.4 4.8 9.1 4.0 

調理員 0.1 0 0 2.1 0.8 0 

全体平均 3.7 3.9 3.9 4.3 7.1 5.8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）年次有給休暇の取得状況（職員１人当たり平均日数） 

 年次有給休暇の平均取得日数は、病院全体で目標とする 12日に達しました。 

  令和元年 令和 2年 令和 3年 令和 4年 令和 5年 令和 6年 

医師 11.1 11.4 13.1 6.2 6.2 6.8 

看護師 12.9 11.5 11.6 10.3 12.8 13.8 

医療技術職 9.3 14.1 8.6 11.8 14.5 14.7 

事務職 9.9 10.1 9.2 8.0 9.8 11.7 

調理員 8.4 7.9 7.3 6.7 8.4 13.4 

全体平均 11.8 11.0 11.2 9.8 12.0 13.0 
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６ 数値目標 

 

 

７ 具体的な取り組み 

（１） 男女共同参画への意識啓発 

   ① 男女共同参画に関する施策や事業について職員へ情報提供を行います。 

（２） 職員採用 

   ① 各種広報媒体や採用試験案内等で子育てに関する休暇制度を掲載するなど仕事と子育ての両

立ができる職場であることを広報します。 

（３）女性職員の配置・登用 

   ① 女性職員を対象としたキャリア形成を支援する研修等への参加を促進します。 

   ② 人事評価制度に基づく人事考課により、能力や適性に応じた配置、登用を行います。 

（４）時間外勤務の削減 

   ① 職員の労務管理の適正化を図り、所属内の業務の効率化と業務量の平準化に努めます。 

  ② 医師業務の他職種へのタスクシフト、タスクシェアリングにより、労働時間の平準化を推進し

ます。 

（５）年次有給休暇の取得促進 

   ① 所属長は所属職員の事務の効率的な遂行を常に心掛けるとともに、事務の縮減・簡素・合理化

などの改善に努め、休暇が取得しやすい職場づくりを推進します。 

   ② 年次有給休暇の取得が過少な部門の所属長にヒアリングを行い、指導を行います。 

（６）子育て支援に関する制度の周知 

   ① 育児休業、育児短時間勤務及び育児部分休業制度について周知します。 

   ② 男性職員の育児休業等について意識啓発を図ります。 

（７）育児休業等を取得した職員の円滑な職場復帰の支援 

   ① 面談により各種制度の利用希望を聴取し、円滑な職場復帰を支援します。 

   ② 院内託児所の運営により、職場復帰後の育児と仕事の両立を支援します。 

（８）子どもの看護等の特別休暇取得の促進 

① 職員の子どもの病気の際には休暇を取得できる職場の雰囲気づくりに心掛け、職場全体で支援

します。 

目標１ 管理職に占める女性職員の割合について対前年度以上を目指します。 

目標２ 育児休業取得可能な男性職員の育児休業の取得率 50％を目指します。 

目標３ 職員一人当たりの時間外勤務時間数を令和 7年度末までに対令和 5年度比で 5％以上減少 

させます。 

目標４ 職員１人当たりの年次有給休暇の平均取得日数を 12日以上とします。 

 

 


